
Working Paper Series

2003年 6月

日本銀行調査統計局

〒100-8630　東京中央郵便局私書箱 203号

* e-mail:toshihiro.okada@boj.or.jp

 ** e-mail:munehisa.kasuya@boj.or.jp

生産性変化がセクター別貿易構造および

輸入浸透度に与える影響

岡田 敏裕*・粕谷 宗久**

Working Paper 03-4

本論文の内容や意見は執筆者個人のものであり、日本銀行あるいは調査統計局の見解を

示すものではありません。



生産性変化がセクター別貿易構造および

輸入浸透度に与える影響*

岡田 敏裕**     粕谷 宗久***

               日本銀行       日本銀行

2003年 6月

概要

1990年代に入って、日本経済は物価の断続的低下を経験している。その大きな
要因が総需要の弱さにあるとしても、海外からのデフレ圧力についても一つの

要因として注目を集めつつある。実際、輸入浸透度は 1990年代に断続的に上昇
している。本稿では、海外からのデフレ圧力を輸入浸透度で捕え、その変動を

マクロ的要因（内外間の予期された生産性変化差、予期されない生産性変化差）、

セクター要因（内外間のセクター固有の生産性変化差）等で説明する実証モデ

ルを構築し、実証した。実証結果によれば、マクロ的要因およびセクター要因

は、1990年代における日本の輸入浸透度の上昇を有意に説明できた。
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1  はじめに

  1990年代に入ってから、日本では物価変化率の断続的低下が続いている。そ

の大きな要因が、総需要の弱さであるにしても、安価な輸入品の増加という海

外からのデフレ圧力も一つの要因として注目を集めつつある。実際、外的デフ

レ圧力の一つの指標である輸入浸透度1（＝輸入/国内総供給）は 1990 年代初頭

より、断続的に上昇し続けている（図１参照）。このことは、物価の変動を分析

し、先行きを予測するためには輸入浸透度で表されるような外的デフレ圧力の

変動の要因の分析も重要であることを意味する。また、政策を評価するモデル

で用いられることの多い伝統的なフィリップスカーブの枠組みで考えた場合、

輸入浸透度の変化は、外的ショックを表す変数として用いられる輸入物価の係

数の構造的変化を表すことになる。この意味でも、輸入浸透度の変動を分析し

ておくことは十分に意味のあることであろう。2

 ところで、マクロの指標である輸入浸透度の動向を考える場合、マクロ的要因

（マクロ的生産性差あるいは所得差）とセクター要因（特定の財生産に関する

生産性差）の二つを考慮する必要があろう。ところが、これまで多くの場合、

マクロ的要因はマクロの貿易バランスの分析において議論され、セクター要因

はセクター別貿易バランスの分析において議論され、これら二つの要因を同時

に考慮し、分析する試みは、今まで殆ど行われていない。そこで、本稿では、

マクロ的要因とセクター要因を同時に考慮して輸入浸透度を説明する実証モデ

                                                  
1 Import penetration ratio。輸入浸透率と訳される場合もある（通商産業省 平成 10年度通商白書など）。
2 本稿では外的デフレ圧力を象徴する輸入浸透度の変動の要因の分析を試みるが、外的デフレ圧力が物価
に与える影響の分析については行っていない。外的デフレ圧力が物価に与える影響を分析したものとして

は、例えば、Kamada and Hirakata（2002）参照。Kamada and Hirakata (2002) は、輸入浸透度、CPI、
実質生産からなる３変数 SVARを構築し、3つの構造ショック（比較優位に影響を与えるショック、世界
的技術進歩を促進するショック、景気循環をもたらすショック）を識別した上で CPIに与える各ショック
の影響を分析している。なお、同論文では、3変数（輸入浸透度、CPI、実質生産）の変動からインプリジ
ットに導かれた比較優位ショックを使って分析しているが、本稿では各国各セクターの生産性データを直

接利用して比較優位変動を導いて分析している点に特徴がある。
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ルを構築した上で、輸入浸透度の変動がどのような要因で説明できるかを実証

的に明らかにすることを試みる。

  マクロの貿易バランスは、これまで異時点間の最適化問題を解くことにより

分析されてきた。3 例えば、Obstfeld and Rogoff (1997，Ch.2)，Glick and Rogoff

(1995)，Iscan (2000) 等は、マクロ的生産性変化(ショック)が経済全体の経常収

支および投資を変動させる動学的モデルを構築し、実証を行っている。

  一方、セクター別貿易バランスでは、比較優位理論を中心に、多くの分析が

行われてきた。 Dornbush，Fisher，and Samuelson (1977)，Matsuyama(2000)

等は、リカード型貿易理論をもとに、セクター別貿易バランスにおける、セク

ター固有の技術が果たす重要性を理論的に示している。4 リカード型貿易理論に

よると、一国の経常収支がたとえ均衡していても、相対的に技術レベルが高い

セクターは、純輸出者である傾向が強くなる。MacDougall(1951)，Stern(1962)，

Balassa(1963)，Golub(1994)，Golub and Hsieh(2000）等は、クロスセクショ

ンデータを使った実証分析でRicardian型貿易理論を支持する結果を得ている。

  また、本稿では、マクロ要因として予期されない生産性変化と予期される生

産性変化を分けた点にも特徴がある。5 両者は、消費者の異時点間最適化行動を

通して、経済全体の貿易構造に異なった影響を与え得る。6

  日本の製造業のパネルデータを用いた実証分析によれば、日本の輸入浸透度

の上昇はセクター要因（比較優位の後退）とマクロ要因等によって有意に説明

された。

                                                  
3 例えば、Sachs (1981)を参照。
4 なお、Dornbush，Fisher，and Samuelson (1977)、Matsuyama (2000)等の Ricardian 貿易モデルで
は、消費者の国の規模などの需要面の要因も重要な貿易構造の決定要因である。
5 この議論は Glick and Rogoff (1995)、Obstfeld and Rogoff（1997，Ch.2）に倣っている。 また、本稿
では、Glick and Rogoff (1995)、Obstfeld and Rogoff（1997，Ch.2）をより簡素化して議論してる。
6 予期された生産性ショックと予期されない生産性ショックを分離するアプローチは Glick and Rogoff
(1995)等にもみられる。
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  本稿の構成は以下のとおりである。2節では、実証モデルの構築、3節では、

実証分析結果を示し、4節でインプリケーションを述べる。

2  推定式の設定

   この節では、実証モデルの設定およびその理論的説明を行う。導出について

は補論 A を参照のこと。マクロの輸入浸透度の分析に際して、本稿ではセクタ

ー毎の輸出入構造をモデル化した上で、マクロの輸入浸透度を推計するという

アプローチを採る。まず以下で表されるように、個々のセクターの貿易構造変

化はマクロの生産性変化とセクター固有の生産性変化で説明される。
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ただし、 i とｔはそれぞれ第ｉセクター、第ｔ期であることを示す、

� �JPN
iIMPORTEXPORT /  は日本の第ｉセクター輸出入比率、 JPN

SPiA  は日本の第ｉ

セクター の固有の生産性、 World
SPiA  は世界（日本以外の国全体）の第ｉセクター

の固有の生産性、 UN
tAln�  は日本固有のマクロ生産性の予期されない変化、

E
tAln�  は日本固有のマクロ生産性の予期される変化、 tREXRT  は実質実効為替

レート、cnt は定数項、 tie ,  は誤差項を示している。

  式(1)において、� ln( / )A Ai SP
JPN

i SP
World  は世界に対する日本の第ｉセクターの相対

的生産性変化、つまり、日本の第ｉセクターの比較優位の変化を示している。

したがって、� ln( / )A Ai SP
JPN

i SP
World が正であることは、日本の第ｉセクターの比較優

位度の上昇を意味する。リカード型貿易理論をもとにしたこれまでの研究は、
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一国の経常収支がたとえ均衡していても、比較優位度が高いセクターは、そう

でないセクターに比べ、純輸出者である傾向が高くなることを示唆している。

ところで、純粋なリカード型貿易理論は、比較優位が存在するセクターへの生

産の完全特化を論じているが、もし生産品が幾らかでもその生産地によって差

別化されると仮定すれば、リカード型貿易理論の下でも、生産の不完全特化が

存在し得る。7 結局、式(1)の係数 i,1� には正の符号が理論的に期待される。
8 な

お、Golub and Hsieh (2000)に習い、調整の遅れを考慮し、式 (1)では

World
SPi

JPN
SPi AA / の一期ラグが使用されている。9

  次に、式(1)において、 UN
tAln� と E

tAln� は、日本のセクター別輸出入比率へ

のマクロ経済的影響を捉えている。10 期待される理論的帰結を先に述べると、

マクロ生産性の予期されない上昇は、経済全体の貿易収支を悪化させ、マクロ

生産性の期待される上昇は、経済全体の貿易収支を改善させる。直感的説明は、

以下で述べる通りである。

  モデル上、マクロ生産性の予期されない上昇は、 将来にわたる所得の予期さ

れない増加、つまり期待恒常所得値の上昇を意味し、消費者の異時点間の最適

化を通して、消費が増加する。ここで、マクロ生産性差の予期されない上昇が

（期待恒常所得の上昇を通して）起こす消費の増加が、同生産性変化による当

期所得の増加より大きいという一般的な仮定を前提とすると、結局、マクロの

貿易収支を悪化させることになる。一方、マクロ生産性の予期される上昇（景

気循環のような平均回帰的変化）は、期待恒常所得値を変化させず、当期所得

                                                  
7 例えば、Armington (1969)を参照。
8 詳しくは、補論 Aを参照。
9 最大 4期のラグから BICに基づき最適なラグとして 1期のラグが選択された。
10 詳細は補論 Aを参照。
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のみが増加する。ここで、恒常所得の期待値が変化しないので、消費は変化せ

ず、結果として経済全体の貿易収支を改善させる。こうした内外の所得差要因

は、マクロの貿易バランスだけに影響を与えるのではない。財の性質による影

響の大小はあるが、セクター別貿易バランスにも影響を与え、一般的には i,2� に

は負の符号が、係数 i,3� には正の符号が期待される。

  最後に、式(1)において、実質実効為替レートの変化を示す tREXRT� は、価格

の不完全伸縮性の影響を捉える役割を果たしている。11 現実において多くの場

合そうであるように、供給要因が変化した時、価格は変化するが、均衡状態を

完全に保証するレベルに到達するにはかなりの時間を要すると仮定する。この

とき、均衡状態を完全に保証する価格レベルと当期価格レベルの間の残存する

ギャップをなくすため、価格は期間を通じて変化し、一方でセクター別輸出入

比率は、このような価格の変化の影響を受けることになる。12 データ上、世界

に対する日本のセクターごとの相対価格を得ることは難しいので、式(1)におい

て、実質実効為替レートの変化を導入し、その係数をセクターごとに可変とす

ることで、セクター別輸出入比率に対する、セクター別の価格変化の影響を捉

えることにする。なお、 tREXRT� の増加は日本の相対価格の実質的上昇を示す

ので、式(1)の係数 i,4� には負の符号が理論的に期待される。

  次に、式(1)における変数のデータを得る上での幾つかの重要な点について述

                                                  
11 補論 Aのモデルでは、価格の完全伸縮性を仮定しており、あらゆる時点において経済は、一般均衡状態
にある。つまり、価格の影響は存在しない。実質実効為替レートまで取り込んだ理論モデルの構築は今後

の課題である。
12 また実証モデルでは明示的に扱われていない需要要因を実質実効為替レートが捕えるという解釈もあ
り得よう。この解釈を含め、実質実効為替レートが実証モデルに入る理由については、Braun氏、園部氏
との議論に負うところが大きい。
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べたい。13  � �JPN
tiIMPORTEXPORT ,/ln� 及び tREXRT� は、観察可能であるが、

UN
tAln� 、 E

tAln� 、及び � �
1

/ln
�

�
t

World
SPi

JPN
SPi AA は、直接的には観察できない変数であ

る。以下では、 UN
tAln� 、 E

tAln� 、及び � �
1

/ln
�

�
t

World
SPi

JPN
SPi AA の推定方法を述べる。

  UN
tAln� 及び E

tAln� を測定するためにまず、日本および世界それぞれの製造業

の生産性変化を、成長会計に基づくソロー残差として求める。14 次に、推定さ

れた日本の製造業全体の生産性変化 JPN
tAln� を 推定された世界の製造業全体

の生産性変化 World
tAln� で回帰し、その残差を日本固有の製造業全体の生産性変

化 SPJPN
tAln� とする。さらに、日本固有の製造業全体の生産性変化 SPJPN

tAln�

を時系列（AR）モデルで推定し、15 その推定値を日本のマクロ生産性の予期さ

れる変化 E
tAln� とし、その残差を日本のマクロ生産性の予期されない変化

UN
tAln� とする。

  � �
1

/ln
�

�
t

World
SPi

JPN
SPi AA を推定するために、まず、セクターごとの成長会計で計算

されるソロー残差から、日本および世界それぞれに対応する個々のセクターの

                                                  
13 データについての詳細は、補論 Cを参照。
14  生産性変化 ＝ 実質生産成長率－�実質資本成長率－ )1( �� 労働者数成長率。

ただし�は事後的資本分配率。ここでは、Glick and Rogoff (1995)と同様、ソロー残差を計算する上で、
稼働率等を考慮していない。これは、理論の単純化および、セクター別の計算が困難であるためである。

したがって、ここで得られたソロー残差は、需要面の変動を含んでいる可能性があり、結果の解釈につい

ては注意が必要であろう。特に、予期された（平均回帰的）生産性変化については、需要面の景気変動を

捕えているという解釈もあり得よう。 なお、Backus，Kehoe and Kydland (1992) 等は、U.S.のデータを
使った場合、稼働率を調整することによって得られるソロー残差の変化は、稼働率を調整しない場合のソ

ロー残差の変化と比べて、その変動のパターンはそれ程変わらないことを示している。
15 最大 4期のラグから BICに基づき最適なラグとして 1期のラグが選択された。推計結果は以下の通り
である。括弧内は、HACSE：Heteroscedasticity and Autocorrelation Consistent Standard Error （不
均一分散系列相関一致推定標準誤差）。

)146.0()010.0(
ln378.0004.0ln 1

SPJPN
t

SPJPN
t AA

�

�����    DW=2.05
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生産性変化 JPN
tiA ,ln� 、 World

tiA ,ln� を求める。 ここで JPN
tSPiA ,ln� 及び World

tSPiA ,ln� は、

日本固有の製造業全体の生産性変化 SPJPN
tAln� と世界の製造業全体の生産性変

化 World
tAln� とにそれぞれ直交するものである。 従って、 JPN

tiA ,ln� を SPJPN
tAln�

で回帰した残差を JPN
tSPiA ,ln� とし、 World

tiA ,ln� を World
tAln� で回帰した残差を

World
tSPiA ,ln� とした。

3  回帰分析の結果

  この節では、実証式(1)をもとに、日本の製造業におけるセクター別貿易構造

のパネル回帰分析を行う。16

  使用されるデーターおよび変数の測定方法の詳細については、補論 Cを参照。

使用された主なデータソースは、World Bank Trade and Production Database

および OECD STAN（ISIC Rev.3）である。データの利用可能性から推計期間

は、1977年から 1997年の年次データとし、サンプル対象国は、オーストリア、

カナダ、中国、デンマーク、スペイン、フィンランド、U.K.、ギリシャ、香港、

インドネシア、アイルランド、日本、韓国、マレーシア、オランダ、ノルウェ

ー、フィリピン、ポルトガル、シンガポール、スウェーデン、U.S.A.とした。

                                                  
16 Swamy random 係数 GLS推定法を用いた。なお、以下の実証分析では、式(1)のそれぞれの変数にか
かる係数を random and different として扱うことにする。その第一の理由は、これらの係数がセクターを
とおして体系的に異なるという先見的な根拠あるいは理論をここでは明らかにしていないからである。第

二の理由は、純粋にその利便性に基づくものである。つまり、係数を random and differentとして扱うこ
とで、係数を fix and differentとして扱う場合と比べ、推計すべきパラメーターの数をかなり低く抑えつ
つ、セクターごとに係数が異なることを許容することができる。

  i� を式(1)におけるセクターiに対する係数ベクター（５ｘ１）と置くと（定数項も含む）、random and
different な場合の係数に関する仮定は、以下のように表せる。

tiiiiiiii IeeEandvvEvEv 2'' )(,)(,0)(, ���������

ここで、�が低ければ低い程、セクター間の係数の差が小さくなることを意味している。上記の推計モデ

ルは、Swamy(1970)モデルといわれる。次の節では先ず、グループ mean 係数である�を推計し、次に

i� を推計する。
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なお、1998 年から 2000 年に関しては、中国、香港、インドネシア、マレーシ

ア、フィリピン、シンガポールのデータが利用可能でないため推計そのものは

1977年から 1997年で行ったが、1998年から 2000年についても、後述のよう

に利用可能でない国々について外挿予測を行って分析した。

  推計結果は、表１に示される通りである。17 表１によると、全てのグループ 平

均係数は、論理的に予測された通りに推定された（ 1� ＞0， 2� ＜0， 3� ＞0，

4� ＜0 ）。比較優位度の変化の係数 1� 、予期されないマクロ生産性変化の係数

2� 、実質実効為替レートの係数 4� は５％の有意水準で有意に推定され、予期さ

れるマクロ生産性変化の係数 3� は 10％の有意水準で有意に推定された。また、

Swamy 2� 検定は、係数がセクターを通して共通であるという帰無仮説を棄却

している。 予測される係数のセクターごとの違いは、表２に示されている。18

  次に、表２で与えられた係数の推計値を基に、日本の輸入浸透度の変化を、

セクター固有の生産性変化（比較優位レベルの変化）、マクロ生産性の予期され

ない変化、マクロ生産性の予期される変化、実質実効為替レートの変化の 4 つ

の要因に分解する。なお、日本の産業比較優位度を計算する上で、1998年から

2000年までのデータに関して、幾つかの国（中国を含む）で存在しなかったた

め、1998年から 2000年までの要因分解は、時系列的手法で予測した値に拠る。

  図 2－5は、日本の輸入浸透度の変化に対する個々の変数の相関関係を表し、

図６は、個々の変数の寄与を積上げ、日本の輸入浸透度の変化を要因分解した

                                                  
17 モデルのインプリケーションの妥当性を考慮し、サンプルから、石油集約的な産業は除かれている。
18 Lee and Griffiths (1979)、Hsiao (1989)によると、予測されるセクターごとの係数ベクター i� は、以下

のように表すことが出来る。

)ˆ()ˆˆ(ˆˆˆ 12''
����������

�

iitiiiii XYIXXX
ここで、 iX はセクターi の独立変数の時系列観測値の行列を表し、 iY はセクターi の非独立変数の時系列

観測値のベクターを表している。 �̂、� 、 i�̂ は Swamy random係数 GLS推定法による推計値を示して

いる。表 2は、上式に基づく個々のセクターの係数の推計値を示している。
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ものである。なお、消費者物価指数をベースとするインフレ率への政策的関心

を考慮し、輸入浸透度変化の推定にあたり、セクター別輸入浸透度の推定値を

個々のセクターの総生産に対する消費財の割合で加重して計算した。なお、輸

入浸透度変化の推定値の計算方法についての詳細は、補論 Dを参照。

  図６を見ると、以下のような点が明らかになる。第一に、1992 年から 1995

年にかけての輸入浸透度の上昇は、主に日本の比較優位度の低下、マクロ生産

性の予期される低下、実質実効為替レートの上昇による。第二に、1998年以降

の輸入浸透度の上昇は、主に日本の比較優位度の低下、マクロ生産性の予期さ

れない上昇、実質実効為替レートの上昇による。第三に、実質実効為替レート

の輸入浸透度に対する影響は、1992年から 1995年より 1998年以降のほうが高

くなっている。

  最後に、表２で与えられた係数の推計値を基に、個々のセクターの貿易構造

の変化の要因分解を行う（図表７－18 を参照）。19 なお、以下の分析は、図６

で示された 1992年から 1995年および 1998 年以降における日本の比較優位度

の低下が、主にどのセクターに由来するのかを知る上で有用である。

  図表７－18を見ると、以下のことが解かる。第一に、1992年から 1995年に

かけて比較優位度の低下が著しいセクターは、食料品、パルプ・紙、金属加工

製品、一般機械、電気機械となっている。第二に、1998年以降の比較優位度の

低下が著しいセクターは、一般機械、電気機械となっている。20 図６で示され

た輸入浸透度の上昇に寄与した比較優位度の低下は、主にこれらのセクターに

                                                  
19 全てのデータが 1998年から 2000年において利用可能なセクター要因分解を行った。また、表２で推
計された係数が理論上の符号と異なる変数が存在するセクターに関しては、理論上の符号と異なる変数は

省かれている。しかしながら、それら省かれた変数の寄与度は、かなり低い値である。
20 これは、電気機械等で日本の比較優位がなくなったことを意味するのではなく、比較優位の程度が小さ
くなっていることを意味すると考えられる。因みに電気機械における日本と世界の生産性成長率格差（日

本の生産性成長率／世界の生産性成長率）は、1.503（1977年－1997年）と、このような見方と整合的で
ある。
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おける比較優位度の低下が原因であると推測される。なお、一般的に議論され

ているように、1999年以降の食品、繊維製品セクターにおける日本の比較優位

度の著しい低下は見受けられないが、これは主に、日本の比較優位度を計算す

る際、データの利用可能性から中国及び幾つかのアジア諸国がデータセットに

含まれていないためである可能性が強い。

４ おわりに

  本稿は、近年の日本のデフレ傾向の一つの要因としての外的デフレ圧力を表

す輸入浸透度変動の要因を実証的に分析した。

  日本の製造業のセクター別パネルデータを用いた分析結果によると、1990年

代における日本の輸入浸透度変化は、マクロ要因（マクロ生産性の予期されな

い変化及び予期される変化）、 セクター要因（比較優位の変化）で有意に説明

された。 詳しくみると、（i）1992年から 1995年にかけての輸入浸透度の上昇

は、主に日本の比較優位度の低下、マクロ生産性の予期される低下、実質実効

為替レートの上昇により、（ii）1998年以降の輸入浸透度の上昇は、主に日本の

比較優位度の低下、マクロ生産性の予期されない上昇、実質実効為替レートの

上昇により説明された。

  最後に、今後の検討課題となりうる具体的な論点を提示し、本稿の結びとし

たい。第一に、本稿では、マクロ要因とセクター要因の理論的統合を試みてい

るが、セクター別生産性差の動学的な取り扱いについては今後の課題として残

されている。また、価格の不完全伸縮性、金融政策および財政政策の影響につ

いては、理論的枠組みに組込まれていない。今後これらの面での発展が可能で

あろう。第二に、本稿で示された枠組みを使用し、伝統的なフィリップスカー

ブにおける輸入物価の係数の構造的変化を捉えることで、より信頼性のあるフ
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ィリップスカーブの推定結果を得る可能性がある。第三に、近年の中国からの

輸入品の増加は、日本の輸入浸透度の増加に重要な役割を果たしていると考え

られるが、中国に関するデータの可用性が向上すれば、日本のセクターごとの

比較優位度をより厳密に測定することができるだろう。
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補論 A：理論モデル

  この補論では、セクター別貿易構造をマクロ要因とセクター要因の双方で説明

する理論モデルを構築する。なお、A1節および A2節の議論は、Obstfeld and

Rogoff (1997, Ch.4) に基づく。21 A3節の議論は、Obstfeld and Rogoff (1997,

Ch.2）のモデルに若干変更を加えたものある。具体的には、労働者数を一定と

せず、外在的に与えられるある一定の値で、労働者数が成長すると仮定した。22

A4節の議論は、Glick and Rogoff (1995) を簡素化したものである。23  A5節

では、A1節から A4節の結果を基に、マクロ的要因であるセクター共通技変化

の影響と、ミクロ的要因であるセクター特有技術変化の影響の二つを考慮し、

セクター別貿易構造の変化を説明する。なお、A5節で行われるようなマクロ的

要因とミクロ的要因を同時に考慮し、セクター別貿易構造のダイナミクスを分

析した理論的研究は、筆者の知るかぎり今まで行われていない。

  技術変化のセクター別貿易構造の変化に対する影響を分析する上で、技術を

全てのセクターに共通な技術（以下では、マクロ生産性と呼ぶ）とセクター固

有の技術（以下では、セクター固有の生産性と呼ぶ）という二つのタイプに分

別する。企業は ]1,0[�i でインデックスされた製品を生産し、全ての製品は貿易

財と仮定する。また、輸送コストはゼロであり、ある製品に対する嗜好は国際

的に同一であると仮定する。

A1 消費支出の最適分配問題

  この節では、Obstfeld and Rogoff (1977, Ch.4)のモデルを使い、ある時点に

                                                  
21 詳しくは、Obstfeld and Rogoff (1997, Ch.4)を参照。
22 詳しくは、Obstfeld and Rogoff (1997, Ch.2)を参照。
23 詳しくは、Glick and Rogoff (1995)を参照。
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おいて、世帯が所得をどのように製品購入に割りあてるか分析し、消費ベース

の価格インデックスを作成する。消費ベースの価格インデックスは、後に経済

全体の実質総生産高について分析する上で必要となる。

  消費インデックス C は、存在する全ての製品によって決まるので、第ｔ期に

おける消費インデックスを以下のように定義する。

(A1) 



= ∫

1

0 ,lnexp diCC tit ．

ただし、第 i製品 のｉは ]1,0[∈i を満たすとする。以下では、簡素化のため時点

指標であるｔを省いて表す。ここで第 1製品を交換比率基準として、第 i 製品

の価格 iPを表わす。このとき、第１製品を交換比率基準とした消費ベースの価

格インデックスは、１単位の C を購入するために必要とされる‘第１製品で換

算された最低コスト’となり、消費支出の最適分配問題は、以下のように表せ

る（導出は Obstfeld and Rogoff (1997, Ch.4, pp.226-228)を参照）。

(Ａ2)
{ }

.1lnexp

..

min

1

0

1

0]1,0[|,

=



= ∫

∫∈

diCC

ts

diCP

i

iiiCi

この問題を解くと、以下の式が得られる。

(Ａ3) .LCP ii =

ただし、Lは上記の最適化問題(A2)における制約の shadow priceを表している。

式(Ａ3)は、全ての製品は消費支出の中、同一の比重占めることを意味している。

式(Ａ3)と上記の問題の制約式を使うと、消費ベースの価格インデックスＰ は以

下のように表すことができる（導出は Obstfeld and Rogoff (1997, Ch.4,

pp.226-228)を参照）。
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(Ａ4) .lnexp
1

0∫= diPP i

Ａ2 企業の最適化問題

  この節では、企業の最適化問題について考える。ここで、企業は同質であり、

全てのセクターにおいて完全競争下にあると仮定する。即ち、第 i 製品を生産

する全ての企業は、第ｔ期 において以下の生産関数にアクセスすることができ

るとする。

(Ａ5) .,,,,
,

ti
a

ttititi NeANAY ti==

ただし、 titi NY ,, , は生産高と労働者数をそれぞれ表している。なお、資本はモデ

ルの簡素化のため、省かれている。24 式(Ａ5)において、第 i セクターの生産性

tiA , は、二つの要素から構成されていると仮定している：セクター固有の生産性

（セクター固有の技術）‘ tiae , ’、マクロ生産性（セクターに共通な技術）‘ tA ’。

更に、 ia は、セクターを通してランダムに分布し、 0
1

0 , =∫ dia ti が成立していると

仮定する。式(Ａ5)は、 ia が高いセクター程、高いレベルの生産性を保有してい

ることを示している。

  ここで調整コストが存在しないと仮定すると、企業の最適化問題は静的とな

り、次のような限界生産性と要素価格との等号関係（一階の条件式）が成り立

つ。

.
,

,,

ti

tia
t P

W
eA ti =

                                                  
24 資本を入れた場合、例えば、企業の規模のメリットから生じる企業間の合併による独占や資本ストック
の稼働率変動の影響などを考慮した分析もできるが、資本を考慮したモデルの構築は今後の課題である。
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tiW , は第 iセクターにおける名目賃金を表している。ここで、労働者が同質であ

り、非弾力的に供給されるとすると、労働市場のクリアリング条件から、上記

の式は以下のように書換えられる。

(A6) .,
, t

a
tti WeAP ti =

ただし、 tW はセクターを通して共通な均衡名目賃金を表している。したがって、

式(A6)は、以下のように書き換えられる。

(A7) ,ttt WA =µ

ただし、

(A8) .,
,

tia
tit eP=µ

  次に、総生産高を第１製品の単位で表わしてみよう。第１製品の単位で表さ

れた総生産高は、

(A9) ,
1

0 ,,
, diNeAPY ti

a
ttit

ti∫=

となる。(A6)式を(A9)式に代入すると、

,ttt NWY =

となる。ただし、 N tは総労働者数を示し、 ∫=
1

0 , diNN tit 。したがって、実質総

生産高は、A1節で導き出された消費ベースの価格インデックスを使い、以下の

ように書ける。

(A10) .tt
t

t Nw
P

Y
=

tPは A1 節の式(A4)で示された消費ベースの価格インデックスであり、 tw は実

質賃金である。 ここで、式(A4)、式(A7)、式(A８)を使うと、式(A10)は以下の

ように書き換えられる。
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(A11) .ˆ
ttt

t

t NAY
P
Y

��

tŶ は実質総生産高を示す。式(A11)を一人当たりに書き換えると、

(A12) tt Ay �ˆ ,

となる。 tŷ は労働者一人当りの実質総生産高を示す。式(A12)は、労働者一人当

りの実質総生産高がセクター共通技術と同じペースで成長することを示してい

る。従って、仮にある経済主体が均衡成長経路にあるとするならば、式(A12)は、

一国の経済の妥当な描写と言える。

Ａ3 消費者の異時点間最適化問題

  この節では、消費者の異時点間最適化問題について考えてみる。この節の議

論は Obstfeld and Rogoff (1997, Ch.2) に若干変更を加えたものである。つまり、

労働者数を一定とせず、外在的に与えられるある一定の値で、労働者数が成長

すると仮定した。

 代表的な世帯は、以下の効用を最大にすると仮定する（始時点の総労働者数を

１として標準化）。

(A13) �
�

�

��

���
ts

s
tsts

tt cunEU .)()1(

c は労働者一人当たりの消費額を示し、�とｎはそれぞれ時間選好要因と労働者

数の成長率を示している。

  次に、経常収支を定義する。経常収支恒等式は、以下のように表せる。

(A14） .ˆ
1 tttttt CrBYBBCA �����

�

ｒは世界共通な実質金利、B は純海外資産を示す。ここで、単純化のため、世

界共通な実質金利は期間を通じて一定と仮定する。ここで、注意したいのは、
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仮定により資本は除かれているので、投資量は経常収支恒等式に存在しない。

式(A14)を一人当たりの労働者で書き換えると、

(A15) ,ˆ)1( 1 ttttt crbybbn �����
�

となる。だだし、 111 /
���

� ttt NBb 、 ttt NBb /� である。式(A15)は、世帯のフロー

予算制約式である。

  効用関数 )( tcu が二次線形の形で表せるとし（ 0,)2/()( 2
��� hchccu t ）、

)1/(1 r��� と置くと、上記の最適化問題から以下の関係式が得られる。

(A16) .1 ttt ccE �
�

(A16)式は、Hall(1978)の有名なランダムウォーク仮説である。また、式(A15)

を使うと 労働者一人当たりの消費関数は、以下のように表せる。25

(A17) �
�

�

�

�
�

�
�
�

�

�

�

�

�
��	

ts
st

ts

tt yE
r
n

r
nrbnrc ˆ

1
1

1
)(

式(A17)は、労働者一人あたりの消費額が、労働者一人あたりの期待恒常所得値

によって決定されることを示している。

Ａ4 マクロ生産性とマクロの貿易収支

  この節では、これまでに明らかにされた結果をふまえ、マクロ生産性の変化

が経済全体の貿易構造に与える影響について考える。なお、この節の議論は、

Glick and Rogoff (1995)を簡素化したものを基にしている。

  はじめに、マクロ生産性の変化と労働者一人当たりの実質生産高の変化につ

いて考察してみよう。まず、マクロ生産性は以下のような確率過程に従うと仮

定する。

                                                  
25 詳しくは、Obstfeld and Rogoff (1997，Ch.2)を参照。
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(A18) 111 )(
���

������ ttttt AAAA

(A19) 111 )ˆˆ(ˆˆ
���

������ ttttt yyyy

となる。従って、Aと �yの第ｔ期において予期される変化は、それぞれ以下のよ

うに表せる。

E A A E y yt t t t t t� � � �
� �
� �1 1� �, � �

即ち、Aと �yの変化（�At�1、� �yt�1）は、予期される変化（ ��At、���yt）と予期

されない変化（� t�1）にそれぞれ分解される。

  次に、労働者一人当たりの消費変化について考えてみよう。式(A15)と式(A17)

を使うと、以下の式が得られる。26

(A20) 1
1

1),ˆˆ(
1

1
111 ���

�

�
��
�

�

�	�	




	��
�

�
��
�

�

�	�	




�	
��� nr

ryEy
nr

rcc ttttt

と書き換えられる。 )ˆˆ( 11 ��
� ttt yEy は、予期されない �yの変化（ � t�1）を表してい

る。 従って、式(A20)に拠ると、(i) マクロ生産性の予期されない変化（つまり、

労働者一人当り所得の予期されない変化）は、労働者一人当たりの期待恒常所

得値を変化させることで、労働者一人当たり消費を変化させるが、(ii) マクロ生

産性の予期される変化（つまり、労働者一人当り所得の予期される変化）は、

労働者一人当たりの期待恒常所得値を変化させないので、労働者一人当たり消

費は変化しない。 A3節でも述べたが、これは、Hall(1978)の有名なランダムウ

ォーク仮説のインプリケーションである。 更に式(A20)に拠ると、労働者一人

当たり消費の変化は、労働者一人当り所得（生産高）の予期されない変化に比

べ、より不安定であることが解かる。つまり、マクロ生産性の予期されない上

昇は、労働者一人当りの当期所得（生産高）を増加させるが、労働者一人当た

り消費はそれ以上に増加する。従って、セクター共通技術の予期されない上昇

                                                  
26 詳細については Obstfeld and Rogoff (1997, Ch.2）を参照。
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は、労働者一人当たりの国民貯蓄を減少させ、労働者一人当たりの貿易収支を

悪化させる。それに対して、セクター共通技術の予期される上昇は、労働者一

人当り所得（生産高）を増加させるが、労働者一人当たり消費は増加させない。

従って、セクター共通技術の予期される上昇は、労働者一人当たりの国民貯蓄

を増加させ、労働者一人当たりの貿易収支を改善させる。

  次に、上述されたマクロ生産性と労働者一人当たりの貿易収支の関係を正式

に明らかにする。経常収支恒等式(A14)より、労働者一人当たりの貿易収支 tbt�1

の変化は以下の式で表せられる。

� � �tb y ct t t� � �
� �1 1 1�

式(A19)と式(A20)を使うと、上式は以下のように書き換えられる。

(A21) � � � �tb x m n
r n

At t t t t� � � �
� � � �

�

� � �
�1 1 1 1

1
1

( )�
� �

� �

だだし、xは労働者一人当たり輸出、ｍは労働者一人当たり輸入を示す。したが

って、既に述べられたように、(i) マクロ生産性の予期されない上昇（即ち、

� t�1の増加）は、労働者一人当たりの貿易収支を悪化させ、(ii) マクロ生産性の

予期される上昇（即ち、 E A At t t� �
�
�1 � の増加）は、労働者一人当たりの貿易収

支を改善させる事が分かる。後の使用の便利上、式(A21)を成長率で示された形

のものを以下に表しておく。27

(A22) )10,0(,ln'
1

)1(1lnln 01
0

11 ������
�

�
��
�

	

��


�����
��

�
�

�
�

���

zA
nr

n
z

mx tttt

ただし、 �� ln Atはマクロ生産性の予期される成長率： E At t( ln )�
�1 を示し、 � t�1

'

はマクロ生産性の予期されない成長率：� �ln ( ln )A E At t t� �
�1 1 を示す。

                                                  
27 詳しくは、補論 Bを参照。
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Ａ5 セクター別貿易構造変化に対するセクター固有の生産性変化

とマクロ生産性変化の影響

  最後に、この節では、前節までの分析を踏まえ、セクター別貿易構造の変化

の決定要因を探る。なお、この節では、（前節までの分析で明らかにされた）マ

クロ的要因であるマクロ生産性変化の影響と、ミクロ的要因であるセクター固

有の生産性変化の影響の二つを考慮し、セクター別貿易構造のダイナミクスを

分析する。このような分析は、筆者の知るかぎり今まで行われていない。

  まず、前提となる仮定について述べたい。この節では、Armington(1969)仮定

を適用する。Armington 仮定は、生産品はその生産地によって、幾らかではあ

るが、差別化されるという仮定である。つまり、たとえ A 国 と B 国で全く同

じタイプ・同質の製品が生産されたとしても、A 国で生産された製品は、B 国

で生産された製品の不完全代替品であると仮定する。

 ここで、二つの国‘自国’、‘外国’が存在すると仮定する。Armington仮定に

よると、自国、外国の両方の国において、少なくともあるレベルの自国第 i生産

品に対する需要と外国第 i生産品に対する需要が、それぞれ存在する。したがっ

て、第 i 製品 に対する労働者一人当りの自国需要と外国需要は、それぞれ以下

の式で表せる（時点インデックスは省く）。

(A23) d d d d mi i
H

i
F

i
H

i
H

� � � �

(A24) d d d x di i
H

i
F

i
H

i
F* * * *

� � � �

だだし、diは第 i 製品に対する自国需要、di
*は第 i 製品に対する外国需要、di

H

は自国第 i生産品 に対する自国需要、di
H* は自国第 i生産品 に対する外国需要、

di
Fは外国第 i生産品 に対する自国需要、di

F* は外国第 i生産品 に対する外国需

要、mi
Hは第 i製品 の自国輸入、 xi

Hは第 i製品 の自国輸出を示す（すべて、労
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働者一人当たりの値）。仮定より、自国、外国の二国しか存在しない為、

d mi
F

i
H

� 、および、 d xi
H

i
H*

� が成立する。また、Armington仮定は、di
H＞０、

di
H* ＞０、di

F＞０、di
F* ＞０、mi

H＞０、 xi
H＞０ が成立することを保証する。

  次に、自国総需要と外国総需要について見てみよう。労働者一人当りの自国

総需要と外国総需要は、それぞれ以下の式で表せる（時点指標ｔは省く）。

(A25) � �� ������
i

HHFHF
i

H
i mdddddd , ,

(A26) � �� ������
i

FHFHF
i

H
i dxddddd ,******

ただし、dは自国総需要、d *は外国総需要、d Hは自国生産品に対する自国需要、

d H* は自国生産品に対する外国需要、d Fは外国生産品に対する自国需要、d F* は

外国生産品に対する外国需要、mHは自国総輸入、 xHは自国総輸出を示す（す

べて、労働者一人当たりの値）。

  次に、第 i製品に対して成り立つ製品市場の均衡条件について考える。自国（外

国）第 i 生産品の総供給は、自国（外国）第 i 生産品 に対する世界需要と等し

くなければならないので、以下の均衡条件がえられる。

(A27) y d d d xi
H

i
H

i
H

i
H

i
H

� � � �
* ,

(A28) y d d m di
F

i
F

i
F

i
H

i
F

� � � �
* *

ただし、 yi
Hは自国第 i生産品の労働者一人当りの生産高、 yi

Fは外国第 i生産品

の労働者一人当りの生産高を示す。また、d di
H

i
H

�
* とd di

F
i

F
�

* は、自国第 i生産

品 に対する労働者一人当りの世界需要、外国第 i生産品 に対する労働者一人当

りの世界需要をそれぞれ表している。

  同様に、総計製品市場の均衡条件は、

(A29) y d d d xH H H H H
� � � �

* ,

(A30) y d d m dF F F H F
� � � �

* *
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と表せる。だだし、yHは自国生産品の労働者一人当りの総生産高、yFは外国生

産品の労働者一人当りの総生産高を示す。また、d dH H
�

* とd dF F
�

* は、自国生

産品に対する労働者一人当りの世界需要、外国生産品に対する労働者一人当り

の世界需要をそれぞれ表している。

 ここで、

s d
d

x
d

s d
d

m
d

s d
d

x
d

s d
d

m
d

i
H i

H

i
H

i
H

i
H i

F i
F

i
F

i
H

i
F

H
H

H

H

H
F

F

F

H

F

� � � �

� � � �

*

* *

*

* *

, ,

,

と定義し、式(A27)、式(A28)、式(A29)、式(A30)に代入すると、以下の式が得

られる。

y s
s

x y s
s

m

y s
s

x y s
s

m

i
H i

H

i
H i

H
i
F i

F

i
F i

H

H
H

H
H F

F

F
H

�

�

�

�

�

�

�

�

1 1

1 1

, ,

,

式(A5)から、労働者一人当たりのセクター別実質生産高は、セクター別生産性

( A Aei
ai

� ）と等しくなり（注意、セクター固有の生産性ではない）、式(A11)か

ら、労働者一人当たりの実質総生産高は、マクロ生産性(A)と等しくなるので、

上記の式は、以下のように書き換えられる。

A e s
s

x A e s
s

m

A s
s

x A s
s

m

H a H i
H

i
H i

H F a F i
F

i
F i

H

H
H

H
H F

F

F
H

i i( ) , ( ) ,

,

�

�

�

�

�

�

�

�

1 1

1 1

ただし、 AH、 AFは、自国マクロ生産性、外国マクロ生産性をそれぞれ示し、

( )ea Hi 、 ( )ea Fi は、自国セクター固有の生産性、外国セクター固有の生産性をそ

れぞれ示している。更に、上記の式から、以下の等式が得られる。

(A31) FF
i

HH
i

FFF
i

F
i

HHH
i

H
i

Fa

Ha

HH

H
i

H
i

dd
dd

dddd
dddd

e
e

mx
mx

i

i **

**

**

)()(
)()(

/1
)(
)(

�
�

�
�
�

�

��

��
�
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式(A31)は均衡状態で必ず成立する。式(A31)において、( / ) / ( / )x m x mi
H

i
H H H は自

国総輸出入比率に対する自国第 iセクターの輸出入比率、( ) / ( )e ea H a Fi i は自国第

i セクターの比較優位度、 ( ) / ( )* *d d d di
H

i
H H H

� � は自国第 i 生産品に対する相対

世界需要、 ( ) / ( )* *d d d di
F

i
F F F

� � は外国第 i 生産品に対する相対世界需要を示し

ている。以下では、式 (A31)が成立している時（即ち、均衡状態の時）、

( ) / ( )e ea H a Fi i の変化が、 ( / ) / ( / )x m x mi
H

i
H H H に与える影響を考察する。

  まず、自国第 i生産品の価格を pi
H、自国総計価格を pH、外国第 i生産品の価

格を pi
F 、外国総計価格を pF と定義する。ここで、初期において

( / ) / ( / )p p p pi
H H

i
F F が均衡条件式 (A31)を満たす水準にあるとする。今、

( ) / ( )e ea H a Fi i が上昇すると仮定する。すると、 ( / ) / ( / )p p p pi
H H

i
F F の初期水準の

もとで、 ( ) / ( )e ea H a Fi i の上昇は、 ( / ) / ( / )y y y yi
H H

i
F F が過剰に高水準である状況

を産み出す。したがって、この過剰供給を解消するため、( / ) / ( / )p p p pi
H H

i
F F は

直ちにこの過剰供給が完全に解消されるまで低下する。つまり、式(A31)におい

て、( ) / ( )e ea H a Fi i が上昇した分だけ、
)()(
)()(

**

**

FFF
i

F
i

HHH
i

H
i

dddd
dddd

��

��

は低下する。即ち、

式(A31)右辺の �
�

�
�
�

�

��

��

)()(
)()(

/1
)(
)(

**

**

FFF
i

F
i

HHH
i

H
i

Fa

Ha

dddd
dddd

e
e

i

i

は変化しない。しかしながら、

仮定より第 i製品に対する自国消費者と外国消費者の嗜好は同一であり、新しい

均衡状態のもと ( / ) / ( / )p p p pi
H H

i
F F は以前より低位にあるので、式(A31)右辺の

( / ) / ( / )* *d d d di
H H

i
F F は上昇する。したがって、 ( ) / ( )e ea H a Fi i の上昇は、

( / ) / ( / )x m x mi
H

i
H H H を上昇させることになる。

  上記の ( ) / ( )e ea H a Fi i と ( / ) / ( / )x m x mi
H

i
H H H の間の関係を捉える式を以下のよう

に設定する。

)0,0(,
)(
)()( 1

������
�

�
��
�

	



�
�

iFa

Ha

HH

H
i

H
i

i

ii

e
e

mx
mx
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( / ) / ( / )/x m x mi
H

i
H H Hi1 � は、個別効果で調整された自国第 iセクターの相対輸出入

比率を、 ( ) / ( )e ea H a Fi i は自国第 iセクターの比較優位度を示している。ここで、

1/� iは、個別効果を捉える役割を果たしている。

  上式は以下のように変形されうる。

t
Fa

Ha

i

H

t
i

H

ti
i

i

e
e

m
x

m
x

��
�

�
��
�

�
��	
�

�

�
�
�

��	��
�

�
�
�

��
)(
)(lnlnln

,

ただし、( / ) ,x m i t
H は自国第 iセクターの輸出入比率、( / )x m t

Hは自国総輸出入比率、

t
FaHa ii ee ))()(( は自国第 i セクターの比較優位度を示している。更に、A4 節で

導出された式(Ａ22)を上式に代入すると、

(A32）

)/1(,ln
1

)1(
)(
)(lnln 01

'

,

���������
�	�	�

���
�	



�

�



�

�
����


�

�


�

��
�

zA
nr

n
e
e

m
x H

ti
H
ti

t
Fa

Ha

i

H

ti
i

i

となる。ただし、� t
H' は自国のマクロ生産性の予期されない成長率、�� ln At

H
�1は

自国のマクロ生産性の予期される成長率（ E A At t
H

t
H

� �

�1 1� �ln ln� ）を示す。式

(A32)が本稿の推定式のもととなる式である。式(A45)はセクター別輸出入比率

の変化率が、（i）比較優位度の成長率と正に、(ii) マクロ生産性の予期されない

成長率と負に、（iii）マクロ生産性の予期される成長率と正に関係していること

を示している。ここで、注意したいのは、以上で示された比較優位度と輸出入

比率との関係は、リカード型貿易論が厳密に意味するところとは異なるが、一

国の経常収支がたとえ均衡していても、相対的に技術レベルが高いセクターは、

純輸出者である傾向が強くなるというリカード型貿易論の予測を捕えている。

また、本節のモデルは、需要要因を考慮に入れてない点でも、リカード型貿易
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論と異なる。28

　 式(A32)をもとに、以下のように推定式を設定した。

(A33)

,,,4

,3,2

1

,1
,

lnlnlnln

titi

E
ti

UN
ti

t

World
SPi

JPN
SPi

i

JPN

ti

eREXRT

AA
A
A

cnt
IMPORT
EXPORT

����

������
�
�

�

�

�
�

�

	
���
�

�

�
�
�

	
�

�

ただし、 � �JPN
iIMPORTEXPORT /  は日本の第 i セクターの輸出入比率、 JPN

SPiA  は

日本の第 iセクターの固有の生産性、 World
SPiA  は世界（日本以外の国全体）の第 i

セクターの固有の生産性、 UN
tAln�  は日本固有のマクロ生産性の予期されない

成長率、 E
tAln�  は日本固有のマクロ生産性の予期される成長率、 tREXRT  は実

質実効為替レート（日本の物価レベルを基準）、cnt は定数項、 tie ,  は誤差項を

示 し て い る 。 こ こ で 、 � 1, i 、 � 2,i 、 � 3,i は 、 式 (A32) の � �i 、

� � � � �� � � � �i n r n( ) / ( )1 1 、� �i にそれぞれ対応している。従って，� 1, i＞０、

� 2,i＜０、� 3,i＞０となる。なお、Golub and Hsieh (2000)に習い、調整の遅れ

を考慮し、式(A33)では World
SPi

JPN
SPi AA / の一期ラグが使用されている。

  式(A33) において、実質実効為替レートの変化を示す tREXRT� は、価格の不

完全伸縮性の影響を捉える役割を果たしている。モデルでは、価格の完全伸縮

性を仮定しており、あらゆる時点において経済は、一般均衡状態にある。つま

り、価格の影響は存在しない。しかしながらここでは、モデルとの整合性に欠

けるが、現実において多くの場合そうであるように、供給要因が変化した時、

価格は変化するが、均衡状態を完全に保証するレベルに到達する程にはかなり

の時間を要すると仮定する。 このとき、均衡状態を完全に保証する価格レベル

と当期価格レベルの間の残存するギャップをなくす為、価格は期間を通じて変

化することになる。この結果、価格の不完全伸縮性仮定のもと、セクター別輸

出入比率は、価格の変化の影響を受けることになる。 データ上、世界に対する

                                                  
28 この点については、園部哲史氏、他の方々からも同様のご意見を頂いた。
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日本のセクターごとの相対価格を得ることは難しいので、式(A33)において、実

質実効為替レートの変化を導入し、その係数をセクターごとに可変とすること

で、セクター別輸出入比率に対する、セクター別の価格変化の影響を捉えるこ

とにする。なお、 tREXRT� の増加は日本の相対価格の実質的上昇を示すので、

式(A33)の係数 i,4� には負の符号が理論的に期待される。
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補論 B：輸出入比の変化率（式(A22)の導出）

  労働者一人当たりの貿易収支は、以下のように表せる。

tb x m x mt t t t t� � � �exp(ln ) exp(ln )

tbt＝ tb0で x m0 0 1/ � が成立するとし、上式における tbtの一次テイラー展開を tb0

近辺で行うと、以下の式が得られる。

x m x m x x x m m mt t t t� � � � � � �exp(ln ) exp(ln ) (ln ln ) (ln ln )0 0 0 0 0 0

上式において x m0 0 1/ � が成立しているので、 z0は x m z0 0 0� � を満たす値と定義

すると、上式は以下のように書ける。

x m z x x z m mt t t t� � � � �0 0 0 0(ln ln ) (ln ln )

上式の両辺の一階差をとると、

(B1) � � � �x m z x mt t t t� � � �
� � �1 1 0 1 1( ln ln )

となる。29 式(B1)を式(A21)に代入すると、以下の式が得られる。

(B2) ��
�

�
��
�

�
��	


����	
�	

�����
��� tttt A

nr
n

z
mx 1

0
11 1

)1(1lnln

ここで、式(B2)の �Atは、AR(1)過程で表したことを思い出して欲しい（式

(A18)）：� �A At t t� �
� �1 1� � 。仮に、A が�Aと比較して相対的にかなり大きな値

である、つまり、A の成長率が低位であるとする（これは、妥当な仮定と言え

る）。この仮定は、� ln Atの変動は、�Atの変動を近似することを意味する。つ

まり、 �� �A At t� ln と �� �A At t� �
�1 1ln が成り立ち、

)10,'(,'lnln 1111 �����
����

�������� ttttt AA

が概算的に成立する。従って、式(B2)は以下のように書き換えられる。

(A22) ��
�

�
��
�

�
�

���

�
�	�

��� tttt A
nr

n
z

mx ln'
1

)1(1lnln 1
0

11 ���
��

�

�
��

                                                  
29 ｘとｍはそれぞれ、労働者一人当たりの輸出、および、輸入である。したがって、ｘとｍの変動幅は比
較的低い。拠って、 0z が期間を通じて一定とし、式(B1)において一階差をとることは、妥当な概算方法で

ありうる。
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式(A22)において、 �� ln Atはマクロ生産性の予期される成長率： E At t( ln )�
�1 を

示し、� t�1
' はマクロ生産性の予期されない成長率：� �ln ( ln )A E At t t� �

�1 1 を示す。
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補論 C：データ

日本のセクター別輸出･輸入

  Trade and Production Database（www.worldbank.org/research/trade)の３

digit ISIC セクションより、データを得た。輸出、輸入のコードは、それぞれ

expTOTALTOT、impTOTALTOTである。Trade and Production Databaseは

1976 年から 1997 年までの期間しかカバーしていないため、1998 年から 2000

年に関しては、OECD STAN（ISIC Rev.3）を使用した。輸出、輸入のコード

は、それぞれ EXPO、IMPOである。

実質実効為替レート

  CEIC データベースより得た。コードは JMDAF。

生産性変化

  第一に、サンプルとなる全ての国に関して、セクター（製造業）ごとの名目

付 加 価 値 生 産 高 と 労 働 者 数 を 、 Trade and Production Database

（www.worldbank.org/research/trade)の３digit ISICセクションより得た。セ

クターごとの名目付加価値生産高、セクターごとの労働者数のコードは、それ

ぞれ vlVADDと vlLABORである（Trade and Production Databaseには、セ

クターごとの実質付加価値生産高データは存在しない）。

  次に、セクターごとの実質付加価値生産高を計算するために、以下の二つの

変数を得た。（１）USのセクター別付加価値デフレーター：OECD STAN（ISIC

Rev.3）、コード VALU、（２）実質為替レート（対 US＄）：Penn World Table6.0、

コード P。これらの変数を使用し、それぞれの国に関して、セクター別および総

製造業の生産性成長率を成長会計によって計算した。
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日本のセクター別消費財比率：1995年基準

  平成 7年度基準 鉱工業指数年報 から得た。

日本の輸入浸透度

 ‘消費財の輸入／消費財の国内総供給’として計算（データ：経済産業省 鉱

工業指数年報）。

日本のインフレ率（CPIベース）：1995年基準

  総務省「消費者物価指数｣より計算。
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補論 D：輸入浸透度の近似

  この補論では、本文で採用している輸入浸透度を輸出入変化で近似する方法

を示す。以下のように輸入浸透度を輸出入変化で概算するアプローチは、筆者

の知る限り存在しない。

  まず、第ｔ期における輸入浸透度を、

(D1) IP M
Y X Mt

t

t t t

�

� �( )

と定義する。ただし、M、X、Y、は輸入、輸出、生産高をそれぞれ示す。式(D1)

は 0�tM と仮定すると、以下のように書き換えられる。

(D2)
1

1
�

��
�

�
��
�

�
��	

t

t

t

t

t

t
t M

X
M
X

X
Y

IP

(D2)において、 )/( tt XY ､ )/( tt MX の関数である IPtの一次のテイラー展開を IPtの

サンプル期間平均値 IP0（ 0Y ､ 0X ､ 0M は IP0に対応する値）の近傍で行うと、

t

t

t

t

t

X
Y

M
X

X
Y

M
X

M
X

X
Y

X
Y

M
X

X
Y

M
X
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0

0

0

0

0
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���

となる。上式の両辺の階差をとり、パラメーターを 1� 、 2� とおくと、

(D3) � � �IP X
M

Y
Xt

t

t

t

t

� � � � �� � � �1 2 1 2 0,

となる。

  式(D3)をもとに回帰分析を行うと、�1と� 2の推定値は、それぞれ 0.044 と

0.007 であった。従って、�1と� 2の推定値、および、本稿の回帰分析から得ら
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れる�( / )X Mt t の推定値を使い、�IPtは以下のように分解できる。

(D4)
t

t

fit

t

t
t X

Y
M
X

IP 
���
�

�
��
�

�

�	
 007.0044.0

ただし、�( / )X Mt t
fitは、本稿の回帰分析から得られる�( / )X Mt t の推定値であ

る（Y Xt t/ の係数は相対的に低位なので、実際にはY Xt t/ の影響を省いて分析

する）。したがって、�( / )X Mt t
fitは、比較優位度の変化、マクロ生産性の予期

される変化、マクロ生産性の期待されない変化、実質実効為替レートの変化で

要因分解され得る。また、輸入浸透度の変化を上記の式(D4)に基づいて推定す

るにあたり、個々のセクターの総生産に対する消費財の割合で加重して計算し

た。つまり、

(D5) � �
�

�
�
�

�
��	��

�

�
��
�

�
�

i

fit

ti
i

fit

t

t

M
X

M
X

,

ただし i� は各セクターの総生産に対する消費財の割合、 fit
tiMX ,)/(� は本稿の回

帰分析から得られる推定値である。



36

（表 1）推定結果

推定式:

titi

E
ti

UN
ti

t
World
i

JPN
i

i
ti

eREXRT

AA
A
A

c
IMPORT
EXPORT

,,4

,3,2

1

,1
,

lnlnlnln

����

������
�
�

�
�
�
�

	
���
�

�

�
�
�

	
�

�

Estimate Std. Err p-value

1�̂
 0.4369  0.2067  0.035

2�̂
 -2.0148  0.4486  0.000

3�̂
 1.7508  0.9816  0.074

4�̂
-0.0037  0.0014  0.009

No. obs: 342   Wald 2� (4): 40.72   Swamy 2� (85): 106.95   DW: 1.83
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（表 2）推計された個別セクター係数

推定式:

         

titi

E
ti

UN
ti

t
World
i

JPN
i

i
ti

eREXRT

AA
A
A

c
IMPORT
EXPORT

,,4

,3,2

1

,1
,

lnlnlnln

����

������
�
�

�
�
�
�

	
���
�

�

�
�
�

	
�

�

                     推計された係数
セクター       i,1�̂      i,2�̂       i,3�̂       i,4�̂

食品 0.88 -0.58 1.06 -0.0028

飲料 0.16 -3.18 -0.97 -0.0070

繊維 0.20 -2.51 1.23 -0.0048

衣料 0.49 -2.10 2.38 -0.0047

皮製品 0.24 -1.74 2.52 -0.0049

フット ウェア 0.14 -2.48 2.62 -0.0074

製材・木製品 -0.29 -3.20 3.05 -0.0084

家具・装備品 0.42 -1.20 4.71 -0.0020

パルプ・紙 0.49 -1.68 2.30 -0.0028

印刷・出版 0.01 -1.80 2.34 -0.0027

鉄・スチール 0.40 -3.15 -0.73 -0.0068

非鉄金属 0.24 -3.13 -0.56 -0.0033

金属加工製品 1.25 -2.41 0.54 -0.0025

一般機械 1.28 -0.50 2.10 0.0004

電気機械 0.92 -1.40 4.06 -0.0016

輸送機械 0.54 -1.74 1.18 -0.0030

精密機械 0.11 -1.19 2.05 0.0000

その他 0.37 -2.32 1.62 -0.0054
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（図 1）輸入浸透度と物価変化率

   資料：総務省「消費者物価指数｣

    

   資料：経済産業省「鉱工業指数年報｣
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（図 2）個別要因：比較優位
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（図 3）個別要因：マクロ生産性の予期されない変化
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（図 4）個別要因：マクロ生産性の予期される変化
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（図 5）個別要因：実質実効為替レートの変化
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（図 6）輸入浸透度変動の要因分解
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（図 7）輸出入率変化の要因分解：食料
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（図 8）輸出入率変化の要因分解：飲料
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（図 9）輸出入率変化の要因分解：繊維
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（図 10）輸出入率変化の要因分解：製材・木製品
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（図 11）輸出入率変化の要因分解：パルプ・紙製品
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（図 12）輸出入率変化の要因分解：鉄・スチール
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（図 13）輸出入率変化の要因分解：非鉄金属
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（図 14）輸出入率変化の要因分解：金属加工製品
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（図 15）輸出入率変化の要因分解：一般機械
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（図 16）輸出入率変化の要因分解：電気機械
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（図 17）輸出入率変化の要因分解：輸送機械
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（図 18）輸出入率変化の要因分解：精密機械
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